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研究成果の概要（和文）：A市の高齢者介護43世帯を対象とし、災害時の備えと避難行動の認識を明らかにし
た。地域に住む高齢者55名を対象とし防災健康教育の効果を検討した。内服治療中の高齢者の家族介護者58名を
対象とし、災害時の服薬準備を明らかにした。
以上の結果より、避難行動の認識の違いに関わらず、家庭生活の継続を想定し、飲食料や医薬品、介護用品を備
蓄する必要性が示唆された。健康教育により、防災知識を増やすことで、支援の必要性、服薬準備、災害に遭う
危険性の変化が示唆された。災害時の内服準備状況は地域の災害に対する危険性や災害情報の収集方法と関連が
示唆された。地域の専門職が防災意識・知識・行動を支援することが重要である。

研究成果の概要（英文）：We investigated 43 subjects in elderly care households living in a city, on 
their preparedness and knowledge of evacuation in the disaster. We clarified the effect of 
individual disaster prevention education for 55 elderly　people. We also investigated the emergency 
medication storage of 58　caregivers of elderly subjects taking oral medication.
Our results show that in spite of individual differences between caregivers, it is necessary to 
store food and beverage supplies, medicine, and personal care products, due to the possibility of 
disaster. The effect of the individual personal health education  suggested that there were changes 
in the storing habits for internal medicine, aware of the potential risk, and support from other.  
We suggested emergency medication storage related to disaster risks in the communities and methods 
to disaster-related information. It may be important for health professionals to support caregivers 
by providing on disaster awareness, knowledge, and actions.

研究分野：在宅看護

キーワード： 在宅介護　　健康管理支援　災害看護
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 2002年から 2011年における平均年間自然
災害件数は 394 件、平均年間死者数は
107,000 人であり、世界中で自然災害は発生
し、生命に危機を与え続けている。全ての地
域住民は、緊急時計画を持ち、災害時の連絡
方法、非常時備蓄、避難経路の確認などを
Preparedness(自助努力)することが重要と
されている。高齢者、障がい者、慢性疾患を
持つ人及び在宅療養者は、自然災害時に迅速
な対応が困難なため、死亡率や罹患率が高く
なり、健康状態の悪化やその回復に時間を要
する。したがって、在宅療養者の災害時個人
計画、災害時の健康管理支援体制作りは急務
であると考える。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、在宅で療養している要介護者の
介護家族における災害時の健康管理支援と
教育プログラムを構築することを目標とす
る。 
 
（１）A 市内の高齢者介護世帯を対象とし、
自然災害に対する発災直後を想定した家庭
内での備え、災害に対する危機感・関心、地
域防災活動への参加、地域住民とのつながり
などに関して調査をし、平常時からの災害の
備えを明らかにする。災害発生時に自宅が一
部被災した場合の避難行動の認識の違いと、
避難行動の認識別に災害の備えの実態を明
らかにする。 
 
（２）A市内の健康な高齢者を対象とし、災
害時の支援の必要性に影響する要因を明ら
かにすることと、災害に備えた日々の健康管
理と自助・共助力の向上を図ることを目的と
した防災健康教育を行い、その効果について
明らかにする。 
 
（３）A市内の内服治療中の高齢者の家族介
護者を対象として、平常時に行う災害時の服
薬準備状況と関連要因を明らかにする。 
 
（４）本研究成果を随時公表して、国内外の
在宅介護家族の災害に備えた健康管理支援
の向上に役立てていくことを目指す。 
 
３．研究の方法 
本研究は、以下の 3段階で行った。 
 （１）高齢者介護世帯の災害時の備えと避
難行動の認識の調査を行った。A 市内の 3 つ
の介護通所サービス利用している要介護者
の 43 世帯を対象とし、介護通所サービス時
に研究者が高齢者に無記名質問用紙を用い
て聞き取り調査を行った。調査項目は、属性
と背景、災害に対する危機感・関心、自宅が
一部被災した場合の避難行動の認識、災害の
備えとした。聞き取って記載した調査用紙は
家庭に持ち帰り、家族介護者に回答内容の確
認と追記を行った。次回の通所サービス時に

提出してもらい、回収した。認知症状等があ
り、聞き取り調査が不可能な要介護者は家族
介護者が全項目を記載した。調査は、金沢大
学医学倫理審査委員会の承認を受けて実施
した。調査への参加は施設の自由意思であり、
各施設の管理者に文書と口頭で研究の趣旨
を説明し、協力の同意を文書で得た。要介護
者と家族介護者には文書で研究目的と方法
を説明して、参加の同意を文書で得てから調
査を実施した。 
 
（２）地域に住む高齢者における自然災害時
の支援の必要性に関する認識の調査を行い、
個別防災健康教育を行った。A 市内で開催さ
れている健康教室の参加者と地域包括支援
センターおよび地域サロンの利用者に個別
に防災健康教育(以下、教育)を実施し、その
教育受講者 72 名から選定基準を満たした 63
名を対象者とした。選定基準は、①A 市在住
の65歳以上の高齢者、②問いかけを理解し、
応答および意思表示が可能な者、③質問紙の
調査内容を理解し回答を記入できる者とし
た。除外基準は本研究では対象者本人に教育
を行うため、①認知機能低下が見られる者、
②要介護の認定を受けている者とした。半構
成的質問調査用紙(以下、調査用紙)を用いて
調査を 2 回実施した。1 回目は現在の防災意
識と防災行動に関する聞き取り調査を行う
と同時に、対象者自身が災害への備えと普段
の健康管理ができるように個別に教育を1人
1回行った。教育後、約 10 日に自宅で調査用
紙に記入し、研究者に返送した。金沢大学医
学倫理審査委員会の承認を得て実施した。事
業所の代表者および対象者に研究目的と方
法、倫理的配慮、および対象者の調査用紙を
口頭と文書で説明し、協力の同意を文書で得
た。 
 
（３）内服治療中の高齢者の家族介護者にお
ける災害時の服薬準備状況の調査をした。A
市内の4つの介護通所サービスを利用してい
る要介護者の家族介護者58名を対象とした。
対象者の選定基準は、①65歳以上の内服治療
中の高齢者を自宅で介護している同一世帯
の介護者とした。②利用者の身体状況、治療
状況を熟知していて、服薬管理について理解
している者とした。③災害時の服薬に関する
備えに回答が可能な介護者とした。認知機能
の低下がみられる家族と、要介護度 1以上の
介護者、一人暮らしは除外した。対象者には、
無記名自記式質問紙調査を用いて調査を行
った。調査項目は、属性と介護状況、被災経
験、災害時の服薬準備の有無、災害時の知
識・意識、備蓄、避難計画とした。調査は、
金沢大学医学倫理審査委員会の承認を受け
て実施した。各施設の管理者に文書と口頭で
研究の趣旨を説明し、協力の同意を文書で得
た。家族介護者には文書で研究目的と方法を
説明して、参加の同意を文書で得てから調査
を実施した。 



４．研究成果 
（１）高齢者介護世帯における災害の備えの
実態と避難行動の認識について 
研究参加の同意を得た 43 世帯に無記名質
問紙調査を実施し、42 世帯から回答を得た
（回収率 97.7%）。そのうち 1世帯は夫婦共に
要介護者だったため除外し、避難行動が無回
答だった 2世帯を分析対象から外し、39世帯
を分析対象とした。 
 要介護者の年齢は84.0±8.5歳、女性64.1%、
要介護 1・2は 65.8%だった。屋外の移動時の
要介助者は50.0%、排泄の要介助者は41.0%、
医薬品の使用者は 97.4%、認知症と診断され
た者は 43.2%だった。家族介護者の年齢は
67.3±11.4 歳、女性は 69.7%だった。要介護
者との続柄は、配偶者は 48.5%、子は 39.4%
だった。居住年数は 37.8±25.7 年だった。
経済的にゆとりがないと答えたのは 76.3%、
被災経験のある者がいる家庭は 38.5%だった。 
 被災時の自宅や避難場所での生活のイメ
ージができる者は 37.8%だった。居住地域で
起こりやすい災害を知っている者は 89.7%だ
った。自宅が一部被災した場合の避難行動は、
自宅で過ごしたいと思う者が 46.2%、避難所
で過ごしたいと思う者は 41.0%であり、その
他の 12.8%は、避難所以外の場所に避難する、
被災の程度による等だった。 
災害に備えて3日分の食料を備えていた者
は 33.3%、飲料は 43.6%だった。災害時の家
庭内の連絡方法を決めていた者は 30.8%、医
療・介護施設との安否確認方法を決めていた
者は 24.3%だった。 
避難方法について、発災時に避難は困難と
考えていた者は 10.2%だった。避難場所と避
難経路を実際に行って確認していた者は
63.2%だった。地域の防災訓練に参加してい
た者は 39.5%だった。地域住民とのつながり
については、隣近所と相談する者は 36.8%、
災害時に備えて日頃からの近所付き合いが
必要だと思っていた者は 92.1%だった。災害
時に助けてくれる近隣者がいると答えた者
は 45.9%だった。 
避難行動別にみた災害の備えの実態につ
いて、自宅が一部被災した場合に、自宅で過
ごすとした 18 世帯と自宅以外で過ごすとし
た 21 世帯の 2 群で備えの実態を比較した。
地域の防災訓練への参加している者の割合
を避難行動別に比較すると、自宅を希望した
者 61.1%の方が、自宅以外で過ごす者 20.0%
より有意に高かった(p<0.010)。家庭生活の
継続を想定した備えおよび地域住民とのつ
ながりについては、2 群間に有意差はみられ
なかった。 
避難行動と生活状況や災害に対する危機
感・関心との関連性について、避難行動と、
属性、背景にはいずれの項目も関連はみられ
なかった。避難行動と、災害に対する危機
感・関心との関連の有無を分析した結果、避
難行動と被災時の自宅や避難所での生活の
イメージに有意な関連が認められた

(p<0.003)。また避難行動と居住地域で起こ
りやすい災害の認知に有意な関連が認めら
れた(p<0.037)。自宅を希望した者の方が自
宅以外で過ごす者より避難生活のイメージ
の割合は 11.8%と低く、起こりやすい災害に
ついて知らない割合は 22.2%と高かった。 
避難行動の認識の違いに関わらず、高齢者
介護世帯は家庭生活の継続を想定して飲食
料や医薬品、介護用品の備蓄や家庭環境の備
えを行っていく必要性が示唆された。 
 
（２）地域に住む高齢者における自然災害時
の支援の必要性に関する認識と個別防災健
康教育について 
高齢者 72名に対し個別に 1人約 30分の教
育を実施した。防災意識と防災行動を聞き取
りながら不足している防災知識や防災対策
を説明し、今後実施できうる防災対策を共に
考えた。脱水予防、運動習慣等の普段の健康
管理が防災対策に役立つことも説明した。さ
らに避難生活の体験、防災グッズの展示、非
常食の試食を行い、防災への関心が高まるよ
うに工夫した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の教育を実施した高齢者のうち、研究
対象の基準を満たし研究参加の同意を得た
63 名を 1 回目調査の分析対象とした。63 名
中、2回目調査の返信があったのは 55 名だっ
た(回収率 87.3%)。 
63 名の平均年齢は 77.4 歳、女性 90.5%、
独居または夫婦のみの世帯は 66.7%を占めた。
災害時に支援が必要であると認識していた
のは 61.9%だった。災害時の支援の必要性が
あると回答した者の方が居住年数は有意に
長かった(ｐ<0.032)。災害時の支援の必要性
と日常生活動作能力および健康管理状況の
間に関連は見られなかった。 
災害時の支援の必要性について、必要あり
38 名と必要なし 24 名の 2 群で実態を比較し
た。防災意識と防災行動について、関連は見
られなかった。防災行動のうち飲食料の備蓄
に有意な関連が見られ(P<0.027)、支援が必
要ない者の 8割が備蓄していた。 
災害時の支援の必要性の有無を従属変数
(必要あり 1:38 名、必要なし 0:24 名)として
ステップワイズ法による二項ロジスティッ

  

  



ク回帰分析を行った。寄与率が最も高かった
のは居住年数、飲食料の備蓄、避難時間のイ
メージ、家族との連絡方法が採択されたモデ
ルだった(寄与率 0.328)。災害時の支援の必
要性ありに有意な影響が認められたのは、居
住年数（オッズ比:1.049、偏回帰係数=0.048、
p=0.020）と飲食料の備蓄（オッズ比:6.880
偏回帰係数=1.929、p=0.015）だった。災害
時の支援の必要性なしに有意な影響が認め
られたのは、避難時間のイメージ（オッズ
比:0.158、偏回帰係数=—1.843、p=0.039）だ
った。 
1 回目調査と 2回目調査の比較について、2
回目調査の返信があった 55 名の教育前後の
変化を McNemar 検定により比較分析した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4の近隣者からの支援を受けられない理
由として、普段から付き合いはあってもいざ
災害に遭った時は近隣の人も同じ災害に遭
っており、支援を受けられる状況にないこと、
近隣住民も高齢者であること等が挙げられ
た。 
高齢者55名の防災健康教育後の結果より、
災害時の支援が必要であると認識した者は
約8割以上であり、内服薬・お薬手帳の常備、
自分が災害に遭う危険性、近隣からの支援の
有無の割合も変化した。個別教育により防災

知識を増やすことで支援の必要性の認識と
防災意識、そして命に関わる防災行動も変わ
ることが示唆された。 
 
（３）内服治療中の高齢者の家族介護者にお
ける災害時の服薬準備について 
介護者 58 名の平均年齢は 64.2 歳、女性は
79.3%、続柄は配偶者が 44.8%、子は 32.8% だ
った。要介護者 58 人の平均年齢は 82.6 歳、
女性は 56.9%、要介護度 1・2 の者は 70.7%、
認知症のある者は 37.9％、脳血管疾患のある
者は 25.9%、心疾患のある者は 8.6%、屋外の
移動状況は見守り・要介助が必要な者は
91.4%だった。被災経験がある者はいなかっ
た。避難に備えて、介護者が要介護者の服薬
準備している者は 53.4％、準備していない者
は 46.6％だった 
居住地域の災害に対する危険性を知って
いる者は 44.8％、家族が災害に遭う危険性が
あると思う者は 63.8%、避難発令時に避難す
る者は 70.7%だった。 
飲食料を備蓄している者は 19.0%、非常用
持ち出し袋を備えている者は 20.7%、災害時
の介護物品の準備をしている者は 29.3%だっ
た。 
家族間で緊急時の連絡方法の確認をして
いる者は 56.9％、災害時の情報収集を考えて
いる者は 46.6%、避難所・避難経路を確認し
たことがある者は 55.2%、要介護者と避難方
法の話し合いをしている者は 27.6％、近隣か
らの支援を受けられる者は 43.1%だった。 
 災害時の服薬準備について準備していな
い 27名と準備している 31名の 2群で実態を
比較した。有意な関連が認められたものは、
居住地域の災害に対する危険性 (p=0.001)、
災害時の備蓄 (p=0.006)、非常用持ち出し袋
の準備 (p=0.003)、災害時の介護用品の準備
(p=0.004)、要介護者の緊急時の連絡方法の
確認(p=0.020)、災害情報の収集方法の検討
(p=0.001) 、 避難所・避難経路の確認 
(p=0.039)、要介護者の避難方法の話し合い 
(p=0.020)だった。 属性や被災経験との関連
は認められなかった。 
 災害時の服薬準備を従属変数とし、ステッ
プワイズ法による二項ロジスティック回帰
分析(準備していない 1:27 名、準備している
0:31 名)を行った。独立変数は単変量解析で
有意な関連がみられたものと影響が予測さ
れる変数として、要介護者の年齢・性別、要
介護度、緊急時の連絡方法の確認、災害情報
の収集方法、災害時の介護用品の準備、居住
地域の危険性の計 6 変数を独立変数とした。
飲食料の備蓄と非常用持ち出し袋の準備は、
災害時の服薬準備をしている者は各1名だっ
たため、独立変数から除外した。寄与率が最
も高かったのは緊急時の連絡方法の確認、災
害情報の収集方法、災害時の介護用品の準備、
居住地域の危険性が採択されたモデルだっ
た(寄与率 0.481)。災害時の服薬準備に有意
に影響が認められたものは、災害情報の収集
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方法(オッズ比:4.939、偏回帰係数=1.597、
p=0.021)、居住地域の災害に対する危険性
(オッズ比:5.524、偏回帰係数=1.709、
p=0.016)だった。 
居住地域の災害に対する危険性を知らず、
災害情報の収集方法を考えていない介護者
は、災害時の服薬準備ができないリスクがあ
る可能性が示唆された。平常時から在宅ケア
に携わる看護職が介護者に対して、地域の災
害に対する危険性を知る機会や災害情報の
収集方法を得る方法を考える機会を持てる
ように支援することが大切である。 
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